
  
 

公告第 422号 

 

 次のとおり制限付一般競争入札を執行する。 

 

  平成 30年 11月 12日 

                            郡山市長 品 川 萬 里 

 

第１ 制限付一般競争入札に付する事項 

委託業務名 郡山市除去土壌等搬出作業等業務委託（H30-住宅その 23） 

履行場所 郡山市待池台一丁目（郡山西部第二工業団地） 地内（住宅除染 6-11工区の一部） 

委託業務概要 除去土壌等掘削・袋詰め・運搬・ピット復元・仮設工 外 

履行期限 平成 31年３月 31日まで 

参加形態 単体（中小企業団体を除く。）又は搬出業務共同企業体の混合 

支払条件 前払金   有り 

中間前払金 有り 

部分払   有り 

 

※１ 本委託業務は、地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号。以下「施行令」という。）第 167

条の 10第２項の規定に基づき、最低制限価格を設定する。 

※２ 中小企業団体とは、中小企業団体の組織に関する法律（昭和 32 年法律第 185 号）第３条第１

項に規定するものをいう。（以下「中小企業団体」という。） 

 ※３ 本委託業務は、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成 12年法律第 104号）に基

づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化の実施が義務付けられた業務である。 

 

第２ 入札執行の場所及び日時 

 １ 場所 郡山市役所本庁舎 ２階 特別会議室 

 ２ 日時 平成 30年 12月 14日（金）午後１時 30分 

郵便及び電報による入札は認めないので、当該場所及び日時に集合すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  
 

第３ 入札に参加する者の参加形態に応じて必要な資格 

本委託業務の入札に参加する者の参加形態に応じて必要な資格はそれぞれ次の各号に掲げると

おりとする。 

(1) 単体（中小企業団体を除く。） 

所在地区分 郡山市内に本店を有する者であること。 

企業の実績等 平成 26年度以降に、元請（共同企業体の場合は、代表構成員に限る。）と

して、１件当たりの受注金額が 5,000 万円以上の公共機関の工事又は郡山市

発注の業務の受注実績があること。 

なお、複数年度にわたって受注した場合は、１件とみなす。 

その他 本委託業務の入札に参加する搬出業務共同企業体の構成員ではないこと。 

 

※１「平成 26年度以降」とは、平成 26年４月１日から入札参加申請書の提出期限までをいう。 

 ※２「公共機関」とは、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（平成 12 年法律第

127 号。実績当時のもの。）で規定される公共工事の発注者、土地開発公社、地方道路公社、

地方住宅供給公社、下水道公社、土地区画整理組合、市街地再開発組合又は土地改良区をいう。 

※３「受注金額」については、変更契約があった場合は最終の変更契約の金額とし、共同企業体の

場合は出資割合に相当する金額とする。 

※４「受注実績」については、完了検査（検査により修補が必要となった場合は、修補完了後の検

査）を終えているものに限る。 

※５ 企業の実績等における郡山市発注の「業務」の受注実績は、放射性物質による汚染に係る除

染（除去土壌等の搬出作業を含む。）の実績に限る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  
 

(2) 搬出業務共同企業体 

所在地区分 代表構成員及びその他の構成員が、郡山市内に本店を有する者であること。 

構成員の数 ２者又は３者であること。 

結成方法 自主結成であること。 

各構成員の出資

割合 

２者の場合は、各者 30％以上であること。 

３者の場合は、各者 20％以上であること。 

代表構成員の出資割合が、構成員のうち最大であること。 

企業の実績等 平成 26年度以降に、代表構成員にあっては元請（共同企業体の場合は、代

表構成員に限る。）として、１件当たり 3,000万円以上、その他の構成員に

あっては１件当たり 2,000 万円以上の公共機関の工事又は郡山市発注の業務

の受注実績があり、かつ、その受注実績に係る受注金額（１構成員当たり１

件に限る。）の合計が 5,000万円以上であること。 

なお、複数年度にわたって受注した場合は、１件とみなす。 

構成員の資格要

件 

次に掲げる条件を満たしている者であること。 

 構成員が本業務委託の入札に参加する他の搬出業務共同企業体の構成員

でないこと。 

 

※１「平成 26年度以降」とは、平成 26年４月１日から入札参加申請書の提出期限までをいう。 

※２「公共機関」とは、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（平成 12 年法律第

127 号。実績当時のもの。）で規定される公共工事の発注者、土地開発公社、地方道路公社、

地方住宅供給公社、下水道公社、土地区画整理組合、市街地再開発組合又は土地改良区をいう。 

※３「受注金額」については、変更契約があった場合は最終の変更契約の金額とし、共同企業体の

場合は出資割合に相当する金額とする。 

※４「受注実績」については、完了検査（検査により修補が必要となった場合は、修補完了後の検

査）を終えているものに限る。 

※５ 企業の実績等における郡山市発注の「業務」の受注実績は、放射性物質による汚染に係る除

染（除去土壌等の搬出作業を含む。）の実績に限る。 

 

第４ 入札に参加する者に共通して必要な資格 

本委託業務の入札に参加する者（第２項から第９項にあっては、搬出業務共同企業体のその他の

構成員を含む。）に共通して必要な資格は、次の各項に掲げるとおりとする。 

１ 本業務において、次に掲げる要件を全て満たす責任者（以下「配置予定業務責任者」という。）

を配置することができる者であること。 

(1) 当該委託業務において、１級土木施工管理技士又はこれと同等以上の資格を有し、4,000 万円

以上の下請契約を締結して業務を履行する場合は、土木の監理技術者資格者証の交付を受けてい

ること。 

(2) 申請書の提出日において、３か月以上前から申請者との雇用関係が継続していること。 

※１ 本委託業務については、許可業種の区分に関係なく、営業所専任技術者を現場に責任者等とし

て配置することができない。 

※２ 配置予定業務責任者は、完了検査の日（検査により修補が必要となった場合は、修補完了後の

検査の日）まで正当な理由なしに変更することができない。 

※３ 配置予定業務責任者が申請書の提出日において特定できない場合は、配置可能な責任者を２名

まで申請することができる。ただし、落札者となった場合は、契約書の提出日において配置予定



  
 

業務責任者を特定して申請するものとする。 

２「東日本大震災により生じた放射性物質により汚染された土壌等を除染するための業務等に係る電

離放射線障害防止規則（除染電離則）」及び「除染等業務に従事する労働者の放射線障害防止ガイ

ドライン」に基づく作業指揮者を配置でき、労働者を必要数確保できる者であること。 

３ 施行令第 167条の４の規定に該当しない者であること。 

４ 平成 29・30 年度の土木一式工事について、郡山市工事等の請負契約に係る指名競争入札参加者

の資格審査及び指名等に関する要綱（平成 13年４月 24日制定）に基づく認定を受け、工事等指名

競争入札参加有資格者名簿に登録されている者であること。 

５ 郡山市工事等請負契約に係る指名停止等措置要綱（平成 13年４月 24日制定）、郡山市物品調達

契約に係る指名停止等措置要綱（平成 20年 12月１日制定）及び郡山市建築物等維持管理業務委託

契約に係る指名停止等措置要綱（平成 20年 12月１日制定）（以下「指名停止要綱」と総称する。）

のいずれかに基づく指名停止期間中の者（入札日までに指名停止基準に該当することとなった者を

含む。）でないこと。 

６ 土木一式工事について建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）の規定に基づく建設業の許可を有す

る者であること。ただし、当該委託業務において、4,000 万円以上の下請契約を締結して業務を履

行する場合は、特定建設業の許可を有する者であること。なお、同法の規定に基づく営業の停止期

間中の者でないこと。また、同法第 27条の 23に規定する経営事項審査の有効期限が切れていない

経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書を有する者であること。 

７ 会社更生法（平成 14年法律第 154号）又は民事再生法（平成 11年法律第 225号）に基づき、更

生手続開始又は再生手続開始の申立てがなされている者でないこと。ただし、更生手続開始又は再

生手続開始の申立てがなされた者であっても、更生手続終結又は再生手続終結の決定を受けた者に

ついては、当該更生手続開始又は再生手続開始の申立てがなされなかったものとみなす。 

８ 役員等が郡山市暴力団排除条例（平成 24年郡山市条例第 46号）第２条第２号に規定する暴力団

員又は第８条に規定する社会的非難関係者と認められる者でないこと。 

９ 本委託業務以外の郡山市除去土壌等搬出作業等の業務に当たり、受注者及び下請負人が安全管理

の措置が不適切であったため、公衆又は工事関係者に死亡者を発生させる等重大な事故を生じさせ

た場合は、事故発生日から起算して１か月を経過した者であること。 

  ただし、受注者が中小企業団体及び搬出業務共同企業体である場合の構成員については、明らか

に責を負わないと認められる構成員を除く。 

  

第５ 設計図書等の閲覧 

 １ 入札参加を希望する者（入札参加資格を有しないことが明らかである者を除く。以下「入札参加

希望者」という。）は、本委託業務に係る設計図面及び仕様書等（以下「設計図書等」という。）

を次のとおり閲覧することができる。 

  (1) 期 間 平成 30年 11月 12日（月）から平成 30年 11月 30日（金）まで（郡山市の休日を定

める条例（平成２年郡山市条例第７号）第１条に規定する市の休日（以下「市の休日」

という。）を除く。） 

  (2) 時 間 午前８時 30分から午後５時 15分まで（正午から午後１時までを除く。） 

  (3) 場 所 生活環境部原子力災害総合対策課（郡山市役所本庁舎北２号棟１階） 

２ 入札参加希望者は、閲覧期間内において、生活環境部原子力災害総合対策課長の承諾を得て、設

計図書等の貸出しを受け、これを複写することができる。 

 

第６ 入札参加の申込み 

 １ 入札参加希望者は、設計図書等の内容を確認した後、本公告中第３及び第４に掲げる資格基準に



  
 

ついて、入札参加申請書及び入札参加資格確認資料（以下「申請書等」という。）を提出し、当該

委託業務に係る入札参加資格の有無について確認を受けなければならない。（申請書等は市ウェブ

サイトからダウンロードすること。） 

 ２ 申請書等の受付 

  (1) 期 間 平成 30年 11月 12日（月）から平成 30年 11月 30日（金）まで（市の休日を除く。） 

  (2) 時 間 午前８時 30分から午後５時 15分まで（正午から午後１時までを除く。） 

  (3) 場 所 生活環境部原子力災害総合対策課において行う。（郵送等の取扱いは行わない。） 

 ３ 入札参加資格の有無の確認は、前項に定める申請書等の提出期限をもって行い、その結果を入札

参加希望者に入札執行前までに通知する。 

 

第７ 設計図書等に対する質疑応答 

 １ 設計図書等に対する質問がある場合は、設計図書等質問書を平成 30年 11月 12日（月）から平成

30年 11月 22日（木）（午前８時 30分から午後５時 15分まで（市の休日及び正午から午後１時ま

でを除く。））までに生活環境部原子力災害総合対策課に持参により提出するものとする。（郵送

等の取扱いは行わない。） 

 ２ 質問に対する回答は、平成 30年 11月 27日（火）までに質問者に回答するとともに、設計図書等

回答書の写しを生活環境部原子力災害総合対策課において閲覧に供するものとする。 

 

第８ 入札保証金 

   免除する。 

   なお、落札者が契約を締結しない場合（本公告第 13の２に掲げる要件により契約を締結しない場

合を除く。）は、納付しないこととした入札保証金（入札金額の５％）と同額の金額を市が指定す

る期日までに市に納付すること。 

 

第９ 入札書に記載する金額 

   落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の 100分の８に相当する額を加算し

た金額をもって落札価格とするので、入札者は、見積もった金額の 108分の 100に相当する金額を

入札書に記載すること。 

 

第 10 入札の中止等 

   本委託業務に関し、公正な入札の執行が妨げられると認められるときは、入札を中止若しくは延

期し、又は入札方法について変更することがある。 

 

第 11  入札の無効 

     次の各号のいずれかに該当する入札は、無効とする。 

 (1) 本委託業務の開札日と同日に郡山市が行った除去土壌等搬出作業等業務委託の制限付一般競争入

札の開札（次号及び第３号において「開札」という。）において、さきに落札者となった者のした

入札 

 (2) 開札において、さきに落札者となった単体の者が、搬出業務共同企業体の構成員としてした入札 

 (3) 開札において、さきに落札者となった搬出業務共同企業体の構成員の者が、単体又は他の搬出業

務共同企業体の構成員としてした入札 

 (4) この公告に示した入札参加者に必要な資格の無い者及び虚偽の申請を行った者の入札並びに入札

に関する条件に違反した入札 

 



  
 

第 12 落札者の決定等 

 １ 落札者は、予定価格の制限の範囲内の価格で、最低制限価格以上の価格をもって入札した者のう

ち、最低の価格をもって入札した者とする。ただし、落札者となるべき同価の入札をした者が２者

以上あるときは、くじにより落札者を決定するものとする。 

 ２ 入札回数は、２回を限度とする。ただし、再度入札を執行しても落札者がない場合は、施行令第

167 条の２第１項第８号の規定により随意契約とすることがある。（見積書の提出は２回を限度と

する。） 

 

第 13 契約締結及び契約書の作成 

 １ 落札者の決定後、速やかに行われなければならない。 

 ２ 落札決定から契約締結までの間に、落札者が、次の要件のいずれかに該当したときは、契約を締

結しないことがある。 

  (1) 本公告中第３又は第４に掲げる要件を満たさなくなったとき。 

  (2) 指名停止要綱に基づく指名停止措置を受けたとき。（指名停止基準に該当することとなったと

きを含む。） 

  (3) 本委託業務以外の郡山市除去土壌等搬出作業等の業務履行に当たり、安全管理の措置が不適切

であったため、公衆又は工事関係者に死亡者を発生させる等重大な事故を生じさせたとき。 

(4) 契約の履行が困難であると認められる事由が生じたとき。 

 ３ 前項の規定により契約を締結しなかった場合には、市は一切の損害賠償の責めを負わないものと

する。 

４ 契約保証金は、郡山市契約規則（昭和 40年郡山市規則第 49号）による。 

 

第 14 入札に関する注意事項 

 １ 入札書及び委任状には、委託業務名及び履行場所を記載すること。 

 ２ 代理人が入札を行う場合で、委任状の提出がない場合は、入札に参加することはできない。 

 ３ 初度の入札に際しては、入札書記載金額の根拠となる委託費内訳書を提出しなければならない。

委託費内訳書の提出がない場合は、入札に参加できないものとする。 

 ４ その他必要な事項は、郡山市契約規則によるほか、郡山市工事等入札参加者心得の例による。 

 

第 15 その他 

   その他不明な点については、生活環境部原子力災害総合対策課（電話：024-924-4731）まで問い

合わせること。 


